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研究要旨 

 喫煙とがん、循環器疾患、糖尿病、出産との関連、受動喫煙と肺がんとの関連について国内の科学的証拠を

検討した結果、9 つの部位のがん（肺、口腔・咽頭、喉頭、胃、食道、肝、膵、膀胱、子宮頸部）、虚血性心疾患

および脳卒中、糖尿病について、科学的証拠は、喫煙との因果関係を推定するのに十分であると判定された。

妊婦の喫煙については、子宮内胎児発育遅延および出生体重の減少との因果関係が認められると考えられ

た。無煙たばこについても発がんとの因果関係を推定するのに十分であると考えられた。電子たばこについて

は、疫学的な健康影響評価はできないものの、含まれる成分により健康影響の懸念があることがわかった。家庭

内の受動喫煙曝露による肺がんリスクの増加について、国内の 9 つの疫学研究（コホート研究 4 つおよびケース

コントロール研究 5 つ）の統合相対リスクは 1.28 (95%信頼区間: 1.10-1.48)であった。先行研究および本報告書

で報告した相対リスク、過去の曝露割合、2014 年人口動態統計死亡数のデータから受動喫煙起因死亡数求め

た結果、年間約 1 万 5 千人が受動喫煙で死亡していると推計された（肺がん 2480 人、虚血性心疾患 4,460 人、

脳卒中 8,010 人）。たばこ産業の経済分析を行った結果、たばこ販売の約 3 分の 2 をコンビニエンスストアが占

めており、たばこがコンビニエンスストアの売上の約 4 分の 1 を占めていた。また、日本たばこ産業の海外のたば

こ事業の売上高、利益はいずれも国内たばこ事業の約 2 倍の規模となっていた。受動喫煙防止法制化の飲食

店の売上への影響を、国外研究のメタアナリシスおよび神奈川県の税収データを用いて検討した結果、法制化

による経済影響は認められなかった。たばこの成分分析については、同銘柄であっても化学物質量は経年的に

変化しており、外箱表示と実態との乖離があることから、継続的な分析の必要性があることがわかった。たばこ対

策について、日本での実施が遅れているメディアキャンペーンについてその効果と現状分析をした結果、効果

的なメディアキャンペーン若年者の喫煙開始を 20-40%減少させる効果があり、日本ではテレビ CM 等を用いた

大規模なメディアキャンペーンは全くと言っていいほど実施されていなかった。わが国における喫煙の疾病負荷

は依然として大きく、包括的なたばこ対策を進めるとともに、受動喫煙防止の法制化など、優先順位を設定した

アプローチが必要である。 
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A. 研究目的 

 たばこの健康影響および経済影響は、国際的には

国際がん研究機関などによって包括的な評価とそれ

に基づく施策が進められている。わが国では 2002 年

に「喫煙と健康問題に関する検討会」報告書が、

2004 年に Tobacco Free*Japan が出されて以来、包括

的な評価は実施されていない。わが国においても、

たばこの健康影響および経済影響を包括的に評価

し、それに基づくたばこ対策全体の方向性を明らか

にする必要がある。そこで本研究は、たばこの生産・

販売・消費が健康と経済に及ぼす影響、およびたば

こ対策の効果および現状について、国内外の科学

的知見を収集、分析、評価することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

【喫煙の健康影響】 

 国際的にたばことの因果関係がこれまで検討され

ている以下の疾患について、国内の疫学的証拠を

収集し、喫煙との因果関係の検討を行った。 

・がん（肺、頭頚部、食道、胃、大腸、肝、膵、尿路系、

乳腺、子宮頚部、子宮内膜、卵巣、前立腺、急性

骨髄性白血病） 

・循環器疾患（虚血性心疾患、脳卒中） 

・糖尿病 

・妊娠・出産（胎内発育、出生時体重） 

国内の文献が十分に参照可能な疾患については、

因果関係の判定を以下の 4 つのレベルで行った。 

・科学的証拠は、因果関係を推定するのに十分であ

る（レベル 1） 

・科学的証拠は、因果関係を示唆しているが十分で

はない（レベル 2） 

・科学的証拠は、因果関係の有無を推定するのに不

十分である（レベル 3） 

・科学的証拠は、因果関係がないことを示唆している

（レベル 4） 

無煙たばこおよび電子たばこについても同様に検討

を行った。 

 受動喫煙については、肺がんとの関連について国

内の疫学研究のシステマティック・レビューおよびメタ

アナリシスを行い、国際的に受動喫煙との因果関係

が確立している虚血性心疾患、脳卒中と合わせて受

動喫煙起因死亡数の推計を行った。 

【たばこの経済分析】 

 たばこの経済分析として、以下の 3 点について検

討を行った。 

・たばこ産業の経済活動の分析 

・受動喫煙防止法制化の飲食店への影響の検討 

・喫煙の経済損失の推計方法および禁煙治療の費

用対効果の評価方法の検討 

【たばこ対策】 

 たばこ対策の効果および現状分析として、以下の 3

点について検討を行った。 

・受動喫煙防止法制化の飲食店への影響の検討

（同上） 

・たばこ製品の成分分析 

・メディアキャンペーンの効果および現状分析 

 

C. 研究結果 

【喫煙の健康影響】 

 9 つの部位のがん（肺、口腔・咽頭、喉頭、胃、食道、

肝、膵、膀胱、子宮頸部）、虚血性心疾患および脳

卒中、糖尿病について、科学的証拠は、喫煙との因

果関係を推定するのに十分である（レベル 1）と判定

された。また、7 つの部位のがん（大腸、腎盂・尿管、

腎、乳腺、子宮内膜（ただしリスク低下）、前立腺死

亡、急性骨髄性白血病）において、科学的証拠は因

果関係を示唆しているが十分ではない（レベル 2）と

判定された。科学的証拠は因果関係の有無を推定

するのに不十分である（レベル 3）との判定に至った

ものは前立腺罹患および卵巣であった。 

 妊婦の喫煙については、子宮内胎児発育遅延お

よび出生体重の減少との因果関係が認められると考

えられた。無煙たばこについても発がんとの因果関

係を推定するのに十分であると考えられた。電子た

ばこについては、市場で流通し始めてからの期間が

短いため疫学的な健康影響評価はできないものの、
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含まれる成分により健康影響の懸念があることがわ

かった。 

 家庭内の受動喫煙曝露による肺がんリスクの増加

について、国内の 9 つの疫学研究（コホート研究 4 つ

およびケースコントロール研究 5 つ）の統合相対リス

クは 1.28 (95%信頼区間: 1.10-1.48)であった。先行

研究および本報告書で報告した相対リスク、過去の

曝露割合、2014 年人口動態統計死亡数のデータか

ら受動喫煙起因死亡数求めた結果、年間約 1 万 5

千人が受動喫煙で死亡していると推計された（肺が

ん 2480 人、虚血性心疾患 4,460 人、脳卒中 8,010

人）。 

【たばこの経済分析】 

 たばこ産業の経済活動について、たばこ販売チャ

ネルの主役は、たばこ販売専業店が設置する自動

販売機からコンビニエンスストアへ交代しており、自

動販売機の深夜稼働自主規制および成人識別 IC

カード（taspo）の導入がこの変化を加速させていた。

現在では、たばこ販売の約 3 分の 2 はコンビニエンス

ストアが担っており、コンビニエンスストアにとっても、

たばこは全体売上の約 4 分の 1 を占める商材となっ

ていた。世界のたばこ市場では、日本たばこ産業株

式会社（JT）は、1999 年の RJR インターナショナルの

買収、2007 年のギャラハー買収を成功させ、世界第

3 位の地位を確立し、現在では、海外のたばこ事業

の売上高、利益はいずれも国内たばこ事業の約 2 倍

の規模となっていた。 

 受動喫煙防止法制化の飲食店への影響について、

2009 年の IARC がん予防ハンドブック第 13 巻「屋内

施設の全面禁煙化の評価」以後に報告された屋内

の禁煙化と経済影響に関する論文を追加して再評

価を行った。経済指標（営業収入・課税額、雇用者

数、店舗数）についてサービス業全般（レストラン、バ

ーなどを含む）、レストラン、バー・居酒屋、宿泊業な

どの業種別に検討した結果、全面禁煙化によるマイ

ナスの経済影響は認められなかった。 

神奈川県と周辺 5 県の飲食店業の個人事業税対象

所得金額を用いて、2010 年に施行された「神奈川県

公共的施設における受動喫煙防止条例（神奈川県

条例）」による経済影響を評価したところ、2008 年 9

月のリーマンショックの影響が 2011 年まで続いたこと

が分かった。全国的な経済不況を考慮して分析した

結果、神奈川県条例のマイナスの経済影響が認めら

れなかった。 

 喫煙の経済損失の推計方法については、通常の

質問票では評価が難しい離席による仕事効率低下

について、他領域での調査および少人数でのパイロ

ッ ト 調 査 の 結 果 か ら 、 調 査 表 と し て は Work 

Productivity Impairment Questionnaire (WPAI)が最

適であると判断された。 

 禁煙治療の費用対効果の評価方法として、離散イ

ベントシミュレーションモデルに基づく禁煙の経済評

価モデルを米国の研究をもとに開発し、疾患にかか

るタイミングを任意に設定できることに加え、一度禁

煙に失敗した喫煙者が再度禁煙にチャレンジするこ

とや、複数回の禁煙試行を通した累積的な禁煙期間

の考慮を可能とした。 

【たばこ対策】 

 たばこの成分分析については、同銘柄であっても

化学物質量は経年的に変化していた。また、国際標

準 化 機 構 （ International Organization for 

Standardization; ISO）の規格に基づく測定結果と、

喫煙者の実際の喫煙行動に近いヘルス・カナダ・イ

ンテンス（Health Canada Intense; HCI）法の測定結果

が異なることがわかった。多くの場合、後者の方がた

ばこ煙に含まれる有害物質の測定値が高かった。 

 たばこ対策について、日本での実施が遅れている

メディアキャンペーンについてその効果と現状分析

をした結果、メディアキャンペーンの効果は、特に若

年者の喫煙開始を防止する効果が大きく、喫煙開始

を 20-40%減少させる効果があった。また、喫煙率を

減らすには、強力な反たばこメッセージを画像を使っ

て高頻度に継続して伝えることが有効であった。日

本ではテレビ CM 等により広く住民に情報を伝えるメ

ディアキャンペーンは全くと言っていいほど実施され

てきていなかった。世界保健機関（WHO）のたばこ
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政策パッケージである MPOWER によると、日本のメ

ディアキャンペーンの評価は「最低レベル」であっ

た。 

 

D. 考察 

 がん、循環器疾患、糖尿病、出産など、喫煙により

多くの健康影響がわが国において生じていることが

明らかになった。能動喫煙では年間 12 万～13 万人

が死亡していると推計されているが、受動喫煙でもそ

の 10 分の 1 以上の死亡が引き起こされていることが

明らかになった。一方、日本のたばこ産業が国内の

流通販売ルートの変更や事業の国際化により成長を

続けていることが明らかになった。受動喫煙防止の

法制化により飲食店などのサービス業の経済活動が

阻害されるとの指摘がなされるが、国際的にも、国内

の例でもその傾向は見られなかった。たばこに含ま

れるの有害物質は、実際の喫煙行動を反映した測

定方法によると外箱表示の値よりも大きかった。また、

同銘柄でも測定値の変動があることから、たばこ産業

とは独立して継続的なモニタリングをしていく必要が

あることが示唆された。 

 日本のたばこ対策として、受動喫煙防止の法制化

とメディアキャンペーンはともに国際的な評価が低い。

たばこ製品の警告表示についても、実質的に喫煙防

止効果がある形ではされておらず、受動喫煙に関す

る文言もない。国際的評価が比較的高い禁煙治療

の分野では、ニコチン依存症管理料の若年喫煙者

への拡大が実現される見込みである。今後のたばこ

対策の方向性として、WHO の MPOWER に沿った

包括的な対策を進めるとともに、受動喫煙防止の法

制化など、優先順位を設定したアプローチが必要で

ある。 

 

E. 結論 

 わが国における喫煙の疾病負荷は依然として大き

い。包括的なたばこ対策を進めるとともに、受動喫煙

防止の法制化など、優先順位を設定したアプローチ

が必要である。 
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